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（12.1%） 

近畿圏 
3,101ha
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（46.2%） 
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１．安全な暮らしの実現

（１）密集市街地の整備改善
（密集市街地の現状）
老朽化した木造住宅が密集し、細街路が多く公園等のオープンスペースの少ない市街地は、

密集市街地（もしくは木造住宅密集市街地）と呼ばれ、同市街地では、地震時に家屋の倒壊

や大火等の発生、さらには消火・避難・救助活動の遅れ等により重大な被害を受ける危険性

が極めて高く、早急な整備改善が課題になっている。

国土交通省では、地震時等において大規

模な火災の可能性があり重点的に改善す

べき密集市街地（以下「重点密集市街地」

という。）を、都道府県及び政令指定都市

の協力を得て詳細に把握し、その結果を

平成１５年７月に公表したところである。そ

れによると、平成１４年度末時点で、首都

圏には全国の約４６％にあたる３，６８２ha（お

およそ山手線の内側の面積の半分を上回

る広さ）の重点密集市街地が存在してい

ることがわかった（図表２‐５‐１）。また、首

都圏では、茨城県、栃木県、群馬県、山

梨県には重点密集市街地が存在せず、主

に東京都に集中し、東京都でも特に山手

線沿線から環状７号線にかけての地域に

多く存在している（図表２‐５‐２、２‐５‐３）。

図表２‐５‐１ 全国における重点密集市街地の分布

図表２‐５‐２ 首都圏における都県別の重点密
集市街地の状況

図表２‐５‐３ 東京都における重点密集市街
地の分布状況

１）重複県：「近畿圏整備法」（昭和３８年法律第１２９号）、「中部圏開発整備法」（昭和４１年法律第１０２号）に規定する府県の

うち、福井県、三重県、滋賀県を指す。

安全・快適で質の高い生活環境の
整備

第5節

注 ：内訳の合計が１００％とならないのは、数値の四捨
五入の関係による。

資料：国土交通省

資料：国土交通省
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凡　例 
骨格防災軸（都市計画道路等） 

主要延焼遮断帯 

整備地域 

重点整備地域 

一般延焼遮断帯 

骨格防災軸（河川） 

延焼遮断帯に指定されていない避難路 

行政区域境界線 

JR線 

（改善施策の方針）

このような密集市街地の安全性確保のため、都市再生本部の都市再生プロジェクト（第三

次決定）において「密集市街地の緊急整備」が位置付けられており、様々な取組が推進され

ている。また、平成１５年１０月に閣議決定された社会資本整備重点計画においては、平成１９年

度までに、全国の重点密集市街地約８，０００haのうち約３割について、最低限の安全性を確保２）

することを重点目標として掲げている。

首都圏における重点密集市街地の大部分が存在する東京都では、平成１６年３月に「防災都

市づくり推進計画」を策定しており、老朽化した木造住宅等が集積する木造住宅密集地域の

中から重点整備地域３）を定め、平成２７年度までに、地区毎に不燃領域率４５～７０％４）を目指して

整備方策を定めている（図表２‐５‐４）。

（事業実施の状況）

密集市街地の整備改善のために、住宅市街地総合整備事業、都市防災総合推進事業、街路

事業等が講じられているところである。このうち、密集市街地整備型の住宅市街地総合整備

事業の実施状況をみると、実施地区について、首都圏においては、東京都が９割以上を占め

ている（図表２‐５‐５）。

図表２‐５‐５ 住宅市街地総合整備事業（密集
市街地整備型）の実施状況

図表２‐５‐４ 防災都市づくり推進計画図

２）最低限の安全性を確保：安全確保のための当面の目標として、地震時等において同時多発火災が発生したとしても

際限なく延焼することがなく、大規模な火災による物的被害を大幅に低減させ、避難困難者がほとんど生じないこ

とをいい、市街地の燃えにくさを表わす指標である不燃領域率で４０％以上を確保することなどをいう。

３）重点整備地域：整備地域の中から、基盤整備事業などを重点化して展開し早期に防災性の向上を図ることにより、

波及効果が期待できる地域。

４）不燃領域率７０％：不燃領域率が７０％を超えると、市街地の焼失率はほぼ０となる。

地域 地区数

東京都 ７３地区

近隣３県
（埼玉県、千葉県、神奈川県） ４地区

周辺４県
（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県） ３地区

全国 １６４地区

注 ：平成１７年１０月１日現在の値である。
資料：国土交通省

資料：東京都
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宅地造成等により、雨水が地 
下に浸透せず河川等に一度に 
流出し浸水被害をもたらす 

（２）首都圏における治水対策

（首都圏の水害状況とその対策）

人口や資産が高密度に集中してい

る大都市においては、水害等による

被害が甚大なものとなりやすい。首

都圏においては、水害密度１）が全

国平均より高い値を示している上、

近年、例年の約２倍もの数値を示し

ており、全国的にも上昇傾向にある

（図表２‐５‐６）。

平成１７年度は、全国各地で豪雨に

よる災害が発生し、首都圏において

も９月の台風第１４号の影響による集

中豪雨で浸水被害が発生している。この

ような豪雨災害、とりわけ都市型水害（図

表２‐５‐７）に対しては、河道の整備等の

河川改修、雨水貯留浸透施設の整備等の

流域対策、浸水想定区域２）の指定等の

被害軽減対策など、ハード・ソフト両面

からの総合的な治水対策が図られてい

る。

（鶴見川を特定都市河川に指定）

鶴見川では、流域の都市化に伴い、昭

和５４年度より総合治水対策として、河川

整備と併せて雨水貯留浸透施設の整備等

の流域対策を一体的に進めてきたが、既

存の調整池が埋め立てられる等の課題が

発生したため、平成１６年８月、関係行政

機関で構成する鶴見川流域水協議会（旧鶴見川流域総合治水対策協議会）において、鶴見川

を特定都市河川に指定することを確認し、作業を進めてきた。その結果、平成１７年４月１日

付けで、特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）に基づき、国土交通大臣が鶴

見川を全国で第１号となる特定都市河川及び特定都市河川流域に指定した。

特定都市河川の指定による主な効果は、１，０００m２以上の雨水浸透阻害行為に対して雨水貯留

浸透施設設置を義務づけることによる雨水流出量の抑制、既存調整池を保全指定することに

１）水害密度：宅地等が水害により被った単位浸水面積当たりの一般資産被害額。
２）浸水想定区域：平成１７年に改正された「水防法」（昭和２４年法律第１９３号）に基づき、洪水予報河川および特別警戒
水位に到達した旨を通知・周知する河川整備の計画降雨により河川がはん濫した場合に浸水が想定される区域とし
て指定。

図表２‐５‐６ 水害密度の推移（過去５ヶ年平均）

図表２‐５‐７ 都市型水害のイメージ

注１：水害密度は営業停止損失分を含む。
注２：経年比較のため平成１２年価格にて算出。
資料：「水害統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成

資料：国土交通省
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よる調整池の機能の維持、努力義務に基づき浸水時の避難確保計画が作成・公表されること

による地下空間の浸水被害の軽減である。

（神田川河川激甚災害対策特別緊急事業の採択）

平成１７年９月４日夕刻から５日未明に

かけて時間最大１００ミリ以上の集中豪雨

により、杉並区、中野区等で約１１４haが

浸水、浸水家屋約３，７００戸となる甚大な

被害が発生した。再度災害防止の観点か

ら、平成１７年１１月１８日、神田川（妙正寺

川・善福寺川）を河川激甚災害対策特別

緊急事業として採択し、概ね５ヵ年で当

該地域の護岸整備、妙正寺川取水施設、

河床掘削等の整備を行い河川の流下能力

を向上させると共に洪水を効果的に貯

留し、治水安全度を大幅に向上させるこ

ととした。またこの集中豪雨においては、以前より整備が進められてきた神田川・環状七号

線地下調節池では、供用中の第一期区間及び供用前であったが、安全性確認の上、緊急的に

活用した第二区間に、約４２万m３の雨水を貯留し、推定３０haの浸水面積の削減等、被害の軽減

に貢献した。

妙正寺川北原橋付近

資料：中野区

神田川取水施設の流入状況 環状七号線地下調節池の内部

資料：国土交通省 資料：東京都
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東京湾（横浜市～千葉市） 
面積　116km2 

人口　176万人 

■ ：T.P.±0m以下 
■ ：朔望平均満潮位以下 
■ ：計画高潮位（HHWL）以下 

（３）首都圏のゼロメートル地帯における高潮対策

（ハリケーン・カトリーナによる高潮災害を踏まえて）

平成１７年８月に米国で発生したハリケーン・カトリーナによる高潮災害では、ニューオリ

ンズ市で死者１，３００人強、経済損失額１，２５０億ドル（約１４兆６７００億円）１）の被害が発生した。壊

滅的な被害に至った原因は、ハリケーンの規模が想定する堤防計画規模を大幅に上回るもの

であったことに加え、同市の市域の約７割が海抜０m以下（ゼロメートル地帯）であること

が挙げられる。ゼロメートル地帯では、陸域の標高よりも海、湖、河川等の水位の方が高い

ため、越水や堤防の破堤によって、いったん海や河川の水が流入すると、止めどなく流入し

続けるとともに、排水が困難となることから、壊滅的な打撃を被ることになる。

同様のゼロメートル地帯は我が国にも存在し、特に、東京湾におけるゼロメートル地帯２）

の面積は約１１６km２に及び、約１７６万人の人々が居住している（図表２‐５‐８）。東京湾のゼロメー

トル地帯は、特に高度経済成長期以降、急速に人口・資産の集積が進み、今では我が国の中

枢機能を担っているが、同時に水害に対し、極めて脆弱な地帯である（図表２‐５‐９）。いった

んこの地帯が高潮により大規模な浸水被害を受ければ、我が国の中枢機能が打撃を受け、社

会経済への影響は計り知れないものとなる。

図表２‐５‐８ 東京湾におけるゼロメートル地帯

１）経済損失額は、国際防災戦略（ISDR）の試算による。

２）ここで言うゼロメートル地帯とは、朔望平均満潮位（朔望の日から前２日、後４日以内に現れる各月の最高潮位を

平均した水面）以下の地区を指す。なお、朔望とは新月と満月を指す。

注１：河川・湖沼等の水面の面積については含まない。
注２：T.P.：東京湾平均海面。我が国の高さの基準をいう。
注３：計画高潮位：当該海岸で生じる計画上の最高潮位。一般に朔望平均満潮位に潮位偏差を加えて求められる。
資料：国土地理院地図により国土交通省作成
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標高値 1.0ｍ以下　・・・朔望平均満潮位で水没する部分 

標高値 1.0～4.0ｍ  ・・・朔望平均満潮位で浸水した場合、すべては水没しない可能性がある部分 

標高値 4.0ｍ以上　・・・朔望平均満潮位で浸水した場合、1階層以上は浸水しない可能性がある部分　　 

（高潮対策の現状）

我が国では、過去、室戸台風（昭和９年）、キティ台風（昭和２４年）、伊勢湾台風（昭和３４

年）、第二室戸台風（昭和３６年）等の大型台風が猛威を振るい、壊滅的な高潮災害をもたらし

てきた。特に伊勢湾台風では、死者・行方不明者が５，０００人を超える大惨事となった。

この被害を受けて、東京湾では伊勢湾台風級の台風が最悪の経路を通過する場合を仮定し

て予測される潮位を算出し、これに耐えられるように施設整備を進めてきた。この結果、堤

防の高さは東京湾では概成しており、その後、伊勢湾台風級を上回るような台風が来襲して

いないこともあって、東京湾で高潮災害は発生していない。

（高潮対策の今後の方針）

高潮が自然現象である以上、ハリケーン・カトリーナで見られたように、想定を上回る規

模の高潮が今後発生し得るとともに、高潮と洪水が同時に発生する複合災害が発生すること

や、地球温暖化に伴う海面上昇により高潮に対する沿岸の安全性が低下することも懸念され

る。また、約半世紀もの長期にわたって大規模な高潮災害が生じていないこと等から、高潮

による浸水に対する人々の危機意識が希薄化しつつあることも問題である。さらに、伊勢湾

台風直後に築造した堤防の老朽化が進んでいるとともに、首都直下地震、東海地震等の大規

模地震の発生が切迫している現在、大規模地震に対して耐震性を十分に有していない堤防も

存在する。

こうした状況の下、今後のゼロメートル地帯の高潮対策について、必要な高潮施設の整備

に万全を期するとともに、不測の事態に備え、万が一浸水した場合の危機管理体制を確立し

ていく。

図表２‐５‐９ 東京のゼロメートル地帯において浸水しない可能性がある部分

資料：国土交通省作成
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２．魅力ある居住環境の整備

ここでは、市区町村別の住宅着工統計１）を用い、バブル経済崩壊後の首都圏における住宅の

供給動向を分析する。分析に当たっては、住宅の種類別だけでなく、東京７０km圏内の市区町村

を対象とした距離圏を設定した（図表２‐５‐１０）。

（１）住宅の種類別供給動向

東京７０km圏内における平成２～１７年までの累計着工戸数は約７０５万戸となっており、住宅の

種類別の内訳は、一戸建の持家（戸建持家）、一戸建の分譲住宅（戸建分譲）、共同建の貸家（共

同貸家）、共同建の分譲住宅（共同分譲）が全体の９４％とその大部分を占めている（図表２‐５‐

１１）。

年間の着工戸数の推移をみると、全体の着工戸数は平成１７年には平成２年の７６％程度となっ

ており、共同貸家型住宅の着工の大幅な減少

による影響が大きい。一方で、共同分譲型住

宅については、着工が拡大し、平成１７年には

約２９％と共同貸家に次ぐ割合を占める。また、

ここ数年、戸建分譲住宅の着工の増加もみら

れる（図表２‐５‐１２）。

着工床面積についても着工戸数と同様に、共

同分譲型の住宅が床面積及びそのシェアを拡

大しており、平成２年の約２倍となっている。

また、共同貸家の戸数が大きく減少している

ものの、一戸当たり床面積が小さいため、着工

戸数ほどには全体の着工床面積は減少してい

ない（図表２‐５‐１３）。

また、近年は、着工戸数、床面積ともに増

加傾向にある（図表２‐５‐１２、２‐５‐１３）。

建 て 方

一 戸 建 長 屋 建 共 同 合 計

利

用

関

係

持家 １，６２０，４２７ １２，８０２ ２８，４９０ １，６６１，７１９

貸家 ４６，０００ １９３，８２９ ２，６２９，１１４ ２，８６８，９４３

給与住宅 ８，４７４ ３，６６８ ９８，８７４ １１１，０１６

分譲住宅 ８４１，７４１ ８，４７６ １，５５９，１３２ ２，４０９，３４９

合計 ２，５１６，６４２ ２１８，７７５ ４，３１５，６１０ ７，０５１，０２７

１）住宅着工統計：全国における建築物の着工状況を都道府県知事への届出を元に集計した建築物着工統計のうち、住

宅について集計したもの。

図表２‐５‐１０ 東京７０km圏内の市区町村

図表２‐５‐１１ ７０km圏内における利用関係・建て方別の累計住宅着工戸数と割合（平成２～１７年の累計）

注 ：平成１７年１０月１日時点の市区町村界を用い、旧東京
都庁（東京都千代田区）から各市区町村の役所まで
の距離で距離圏を判別している。

資料：国土交通省国土計画局作成

単位：戸数

注１：「給与住宅」とは、会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等
を居住させる目的で建築するもの。

注２：網掛け部を、右図中の「その他」の住宅型に分類した。
資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成
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（２）距離圏別の着工動向

次に、上述の４つの住宅型ごとに、距離圏別の着工戸数シェアの推移をみると、戸建持家型

の住宅については、４０km圏周辺での着工が多くを占めており、ほぼ一定のシェアで推移してい

る。一方、着工戸数が近年増加している（図表２‐５‐１２参照）戸建分譲型の住宅については、平

戸建持家 戸建分譲

図表２‐５‐１２ 住宅型別の着工戸数・シェアの推移

図表２‐５‐１３ 住宅型別の着工床面積・シェアの推移

図表２‐５‐１４ 住宅型別に見た距離圏別着工戸数シェアの推移

資料：図表２－５－１２～２－５－１４、「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成
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成１５年以降、１０～３０km圏のシェアは縮小傾向、４０～７０km圏のシェアは拡大傾向と、それ以前

の傾向と逆転している状況がみられる。平成２年以降着工戸数が大幅に減少した（図表２‐５‐１２

参照）共同貸家型の住宅については、１０km圏のシェアが平成４年より徐々に拡大しており、特

に平成１５年にかけて大幅に拡大し、平成１５年より３０km圏のシェアを上回っている。一方、５０km

圏で近年シェアが減少傾向にある。平成初めに比べて着工戸数が増加している（図表２‐５‐１２参

照）共同分譲型については、平成１４～１６年にかけて全距離圏の中でトップのシェアを占めてい

た１０km圏のシェアが平成１７年において、２０km圏に逆転された。平成１７年においては、１０km圏

のシェアが減少し、２０～５０km圏においてシェアの拡大がみられる（図表２‐５‐１５）。

なお、平成１７年における距離圏別

の住宅型シェアは、東京都心から遠

ざかるほど戸建持家型の住宅シェア

が大きく、逆に都心に近づくほど共

同分譲型のシェアが大きくなってお

り、１０km圏における着工戸数の約

半数が共同分譲型となっている（図

表２‐５‐１６）。

（３）住宅の質の変化

さらに、供給されている住宅の質

の変化をみるため、一戸当たりの住

宅床面積についてみると、戸建持家

型の住宅は１０km圏で増減が見られる以外は大きな経年変化は見られず、１２０～１３０m２／戸を維持

している。戸建分譲型の住宅は、平成５年頃、特に１０～２０km圏において一度大きく減少したが、

それ以降はおおむね増加傾向にある。共同分譲型の住宅は、平成２年以降大幅に床面積が増加

共同貸家 共同分譲

図表２‐５‐１５ 住宅型別に見た距離圏別着工戸数シェアの推移（つづき）

図表２‐５‐１６ 距離圏別の住宅型シェア（平成１７年）

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成
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しており、２０km圏では平成２年に比べて約３２m２も拡大している。２０～５０km圏については、近

年床面積が減少傾向にある。なお、６０km圏以遠では、ほとんど着工が無いため床面積の増減が

激しくなっている。共同貸家型の住宅は、特に着工戸数シェアの多数を占める２０、３０km圏にお

いて、平成７年頃から床面積は減少し続けており、平成初めの水準に戻っている（図表２‐５‐１７）。

（４）分譲マンションの供給動向

次に、着工戸数・シェア及び床面積が大きく拡大してきている共同分譲型の住宅（分譲マン

ション）について、その供給動向を詳しく見ていく。

平成２年以降、東京７０km圏内で供給されたマンション供給戸数の推移をマンション竣工年

ベースでみると、平成１７年の供給戸数は９３．８千戸と平成２年の約１．８倍となっている。また、平

成７年に大幅に供給戸数が増加し、それ以降８０千戸以上の供給が続いている。距離圏別に供給

動向をみると、全供給戸数に占める割合は平成初めから平成７年頃までは、１０km圏の割合は低

かったものの、それ以降は増加しており、平成１６年以降、東京７０km圏に占める割合が最も高く

なっている。近年は、全体のうち大部分が３０km圏内で占められている（図表２‐５‐１８）。

図表２‐５‐１７ 住宅一戸当たり床面積の推移

図表２‐５‐１８ 東京７０km圏内におけるマンション供給戸数の推移

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土交通省国土計画局作成

資料：国土交通省国土計画局作成
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次に、平成２～１７年までの東京７０km

圏内の市区町村別のマンションの累積

戸数をみると、１０km圏、２０km圏の都

区部の累積戸数が多く、東京都、神奈

川県の４０km圏内、及び千葉県沿岸３０

km圏にかけて累積戸数の多い市区が

連担している。特に、船橋市、相模原

市での累積戸数が多い（図表２‐５‐１９）。

また、平均住戸面積と平均販売価格

の関係をみると、１０km圏においては

平成６年、それ以外の距離圏では平成

３年以降、販売価格を下げながら住戸

面積が拡大する傾向にあったが、近年

その傾向が変化し、平成１６年から平成

１７年にかけては、１０km圏、２０km圏に

ついては、販売価格が上昇、住戸面積

が拡大し、３０km圏、４０km圏以遠につ

いては、販売価格が下落、住戸面積が

縮小する傾向がみられる（図表２‐５‐

２０）。

さらに、首都圏におけるマンション

供給の推移を規模別にみると、１００戸

未満のシェアが減少し１００戸以上の物

件数が増加している。特に、３００戸以

上のシェアの増加がみられ、平成１７年

は２割強を占めるなど、全体に占める

シェアが増加傾向にある（図表２‐５‐

２１）。

図表２‐５‐１９ 東京７０km圏内におけるマンション累積
戸数（Ｈ２～Ｈ１７）

図表２‐５‐２０ 分譲マンション平均販売価格・面積の推移

図表２‐５‐２１ マンション規模別戸数シェアの推移

資料：国土交通省国土計画局作成

資料：国土交通省国土計画局作成

資料：国土交通省国土計画局作成
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